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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 31,400 △10.1 △178 ― △145 ― △253 ―
20年3月期 34,912 0.5 491 △49.7 519 △47.7 264 90.5

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △15.94 ― △3.0 △0.9 △0.6
20年3月期 16.66 ― 3.1 3.0 1.4

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  ―百万円 20年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 15,909 8,169 51.3 514.01
20年3月期 17,168 8,645 50.3 543.65

（参考） 自己資本   21年3月期  8,167百万円 20年3月期  8,640百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 389 △65 △190 424
20年3月期 156 △232 △180 290

2.  配当の状況 

（注） 20年3月期 期末配当金の内訳    記念配当 4円00銭 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00 158 60.0 1.8
21年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 79 △31.4 0.9
22年3月期 

（予想）
― 0.00 ― 6.00 6.00 38.1

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

14,750 3.0 40 ― 56 ― 28 ― 1.76

通期 32,730 4.2 465 ― 490 ― 250 ― 15.73



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注） 詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧下さい。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注） 1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、30ページ「１株当たり情報」をご覧下さい。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 16,905,000株 20年3月期 16,905,000株
② 期末自己株式数 21年3月期  1,014,739株 20年3月期  1,011,433株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 29,646 △14.1 △34 ― △18 ― △114 ―
20年3月期 34,515 0.7 481 △45.1 503 △43.3 270 297.6

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △7.19 ―
20年3月期 17.02 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 15,463 7,720 49.9 485.85
20年3月期 16,964 8,054 47.5 506.77

（参考） 自己資本 21年3月期  7,720百万円 20年3月期  8,054百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々な要因によって予想値と異なる
結果となる可能性があることをご承知おき下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

13,700 △0.0 55 ― 65 ― 32 ― 2.01

通期 31,500 6.3 400 ― 415 ― 210 ― 13.21



(1）経営成績に関する分析 

① 当期の経営成績   

  当連結会計年度におけるわが国の経済は、原油価格等の高騰を始めとする資源インフレや米国の金融危機に 

     端を発する世界同時不況などを背景に、外需に加え国内需要も大きく減速し、企業業績の悪化や雇用情勢の深 

     刻化などが顕著となりました。 

      情報通信分野においては、光化、ＩＰ化の急速な進展に伴い、固定と移動の融合、通信と放送の連携、ネッ

     トを活用した新たなサービスの拡大、様々なプレイヤーの登場等、市場構造自体の変化がダイナミックに進展 

     しております。 

   当社グループの主たるお得意様でありますＮＴＴグループは、フレッツ光の販売が伸び悩み計画の下方修正 

  を行う一方、昨年３月にＮＧＮ（次世代ネットワーク）の商用サービスを開始し光回線の普及を推進されてお 

  ります。ＮＴＴ関連事業以外の分野においては、公共投資は総じて低調に推移しており、民間企業による投資 

  抑制と相まって経営環境は厳しさを増しております。 

      このような状況下で、当社グループは全事業領域において受注の確保に努めてまいりましたが、一部大型案

     件の失注等を含む想定外の受注不振や、工期延長等による一部工事の繰り延べなどにより、前連結会計年度と 

     比較して減収減益となりました。 

      その結果、当連結会計年度の業績につきましては、受注高は31,940百万円（前年同期比6.8％減）、売上高は

      31,400百万円（前年同期比10.1％減）、営業損失は178百万円（前年同期営業利益491百万円）、経常損失は145

     百万円（前年同期経常利益519百万円）、当期純損失は253百万円（前年同期当期純利益264百万円）となりまし

         た。 

  

② 次期の見通し 

情報通信分野においては、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）による光回線普及の弾みが期待されており、地上 

 ディジタル放送と通信の融合によるフレッツ・テレビなど様々なサービスの広がりを見せております。今後、

 更なるサービス、技術、価格面の熾烈な競争が展開するものと思われます。 

  このような中、当社グループは施工体制の抜本的改革、外注費の適正化、在庫管理の徹底及び間接諸経費の 

  削減等になお一層強力に取り組み、業績の向上を目指してまいります。次年度の業績につきましては、受注高 

 は32,080百万円（前年同期比0.4％増）、売上高は32,730百万円（前年同期比4.2％増）、営業利益は465百万 

 （前年同期営業損失178百万円）、経常利益は490百万円（前年同期経常損失145百万円）、当期純利益は250百 

 万円（前年同期当期純損失253百万円）を見込んでおります。  

      

  (2）財政状態に関する分析 

    ① 資産、負債及び純資産の状況 

  当連結会計年度末の資産は15,909百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,258百万円の減少となりました。

 その要因は、受取手形・完成工事未収入金を主とした流動資産の減少額820百万円及び繰延税金資産を主とした

固定資産の減少額438百万円によるものであります。 

  また、負債合計は7,739百万円となり、前連結会計年度末に比べ782百万円の減少となりました。その要因

は、工事未払金や未払法人税等を主とした流動負債の減少額706百万円及び退職給付引当金を主とした固定負債

の減少額76百万円によるものであります。 

  純資産につきましては前連結会計年度末より475百万円減少し、8,169百万円となり、自己資本比率は51.3％

となりました。 

  

    ② キャッシュ・フローの状況  

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末より133百万円

増加し、424百万円となりました。当連結会計年度の連結キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のと

おりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金の増加額は、389百万円（前年同期比148.2％増）となりました。主な要因は売 

上債権の回収増等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果支出した資金の減少額は、65百万円（前年同期比71.8％減）となりました。主な要因は有形 

固定資産及び無形固定資産の取得によるものであります。 

１．経営成績



 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果支出した資金の減少額は、190百万円（前年同期比5.4％増）となりました。主な要因は配当 

金の支払によるものであります。  

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

   （注）１ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。 

        自己資本比率                 自己資本÷総資産 

         時価ベースの自己資本比率（％）        株式時価総額÷総資産 

         キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年）   有利子負債÷キャッシュ・フロー 

         インタレスト・カバレッジ・レシオ       キャッシュ・フロー÷利払い 

        ２ 株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行株式数により算出しております。 

      ３ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

      ４ 有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と 

        しております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当    

  当社グループは、電気通信設備の建設工事を中心とする公共性の高い事業を営んでおり、長期にわたり安定

 的な経営基盤の確立に努めるとともに、株主に対する利益還元に積極的に努めていくことを基本方針として、

 安定的な配当を継続することを重視しておりますが、当期につきましては業績を勘案し期末配当１株当たり５ 

 円を予定しております。 

  次期の配当につきましても、上記の基本方針を踏まえ安定的な配当を継続できるよう努めてまいります。 

  

(4）事業等のリスク 

  当社グループは情報通信のサービス会社として、ＮＴＴグループを始めとする情報通信事業者会社との安定 

 的な取引を継続しておりますが、これら各社の売上高に占める割合が高く、情報通信事業者各社の設備投資動

 向や技術革新によっては当社グループの業績へ影響を及ぼす可能性があります。  

  

  平成19年3月期 平成20年3月期 平成21年3月期 

 自己資本比率  （％）  48.4  50.3  51.3

 時価ベースの自己資本比率（％）  32.9  22.2  16.5

 キャッシュ・フロー対有利子 

 負債比率   （％） 
 △1,490.1  887.2  344.5

 インタレスト・カバレッジ・ 

 レシオ    （倍） 
 △18.5  14.9  67.1



 最近の有価証券報告書（平成20年６月19日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関係会社の状況」

から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

(1）会社の経営の基本方針 

  当社グループは、「私たちは、時代の変化に即応し、先進の技術と最良のサービスで、お客様の情報環境をサポ

 ートします」という企業理念のもと、お客様のご理解をいただき、社員の意識を高め、組織を活性化し、事業の拡

 大と業績の向上に努めていきたいと考えており、次のとおり具体的な行動指針を定めております。 

    ① 最良のサービスと安心の提供 

      お客様第一とコンプライアンスを基本に、最良のサービスを提供します。  

   ② 品質と安全の確保 

      施工品質向上を図り、ゼロ災の徹底で全従事者の安全と健康を確保します。 

   ③ 技術の向上と維持 

      新技術、マルチ技術への対応と、ノウハウの蓄積、継承を図るとともに、更なる自己研鑽に努めます。

   ④ 改善・変革・提案力の強化 

      市場変化に即応して創意工夫を凝らし、改善・変革・提案力の強化を図ります。 

   ⑤ トータルコストの適正化 

      仕事の改善、無駄の排除に努め、トータルコストの適正化を実現します。  

  

(2）目標とする経営指標    

  当社グループは、株主価値を高めるために、受注の拡大、収益性の向上及び資本効率の向上を重視しておりま 

 す。このような考えのもと2011年度には、売上高経常利益率３％以上を目指しております。  

  

(3）中長期的な会社の経営戦略と会社の対処すべき課題    

   情報通信分野においては、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）による映像系サービス、光ＩＰ電話及び固定と携帯の

  シームレスな融合がより進展すると思われます。 

 当社事業は、それに伴いユーザ宅内機器も含めた施工、保守、販売の推進など多様化したお客様の要望にお応え

できるワンストップ施工体制、施工技術者の育成及び稼動の確保が不可欠であります。 

    このような情勢下において当社グループは、2009年度より新たな中期経営計画（09年度～11年度）を策定し、既

   成概念にとらわれない大胆な改革を実施することにより、施工プロセスの可視化によるコスト意識の現場第一線ま

   での浸透、施工体制の見直しによる仕事の進め方の改善及び在庫管理の徹底による工事原価の低減を図ってまいり

   ます。 

    次世代ネットワークサービスに伴うＩＴ技術者の育成はもとより、既存技術と新技術とを兼ね備えたマルチ技術

      者の育成や施工マネジメント技術の向上により、建設から保守・販売までトータルエンジニアリング企業として社

      会に貢献できる会社として邁進してまいります。 

       

(4）内部管理体制の整備・運用状況  

  当該事項につきましては、平成21年１月27日付けでジャスダックから開示されております「コーポレート・ガバ

 ナンスに関する報告書」の中で「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」において記載して

 おります。 

  

２．企業集団の状況

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 322,967 436,485 

受取手形・完成工事未収入金 8,562,284 6,928,008 

未成工事支出金 1,750,262 2,494,720 

材料貯蔵品 148,098 107,643 

繰延税金資産 147,216 133,811 

その他 340,823 352,118 

貸倒引当金 △8,741 △10,111 

流動資産合計 11,262,911 10,442,675 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 3,568,744 3,586,129 

減価償却累計額 △2,132,012 △2,221,116 

建物及び構築物（純額） 1,436,731 1,365,012 

機械装置及び運搬具 1,244,683 1,195,565 

減価償却累計額 △1,094,262 △1,088,088 

機械装置及び運搬具（純額） 150,420 107,477 

土地 2,030,008 2,020,098 

その他 1,357,732 1,387,427 

減価償却累計額 △1,153,169 △1,225,763 

その他（純額） 204,562 161,664 

有形固定資産計 3,821,723 3,654,253 

無形固定資産   

その他 233,302 219,244 

無形固定資産計 233,302 219,244 

投資その他の資産   

投資有価証券 513,857 422,552 

繰延税金資産 1,290,639 1,136,304 

その他 56,038 54,383 

貸倒引当金 △10,237 △19,919 

投資その他の資産計 1,850,297 1,593,321 

固定資産合計 5,905,324 5,466,819 

資産合計 17,168,235 15,909,494 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 3,115,859 2,732,391 

短期借入金 1,350,000 1,320,000 

未払法人税等 217,274 38,312 

未成工事受入金 135,463 111,280 

賞与引当金 273,015 226,046 

役員賞与引当金 2,300 － 

完成工事補償引当金 10,030 16,249 

受注損失引当金 12,854 43,763 

その他 403,525 325,877 

流動負債合計 5,520,322 4,813,922 

固定負債   

退職給付引当金 2,885,043 2,808,832 

役員退職慰労引当金 113,211 102,827 

その他 4,192 14,343 

固定負債合計 3,002,447 2,926,003 

負債合計 8,522,770 7,739,925 

純資産の部   

株主資本   

資本金 909,750 909,750 

資本剰余金 306,531 306,531 

利益剰余金 7,553,883 7,141,696 

自己株式 △158,584 △159,312 

株主資本合計 8,611,581 8,198,665 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 28,958 △30,937 

評価・換算差額等合計 28,958 △30,937 

少数株主持分 4,925 1,840 

純資産合計 8,645,465 8,169,569 

負債純資産合計 17,168,235 15,909,494 



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

完成工事高 34,912,829 31,400,219 

完成工事原価 32,372,846 29,641,573 

完成工事総利益 2,539,983 1,758,646 

販売費及び一般管理費 ※１，２  2,048,738 ※１，２  1,937,129 

営業利益又は営業損失（△） 491,245 △178,482 

営業外収益   

受取利息 3,686 2,874 

受取配当金 9,231 10,082 

受取手数料 9,371 7,806 

保険金収入 13,422 13,422 

教育訓練等助成金 1,127 － 

その他 4,020 4,763 

営業外収益合計 40,859 38,949 

営業外費用   

支払利息 10,547 5,804 

たな卸資産処分損 1,858 － 

その他 2 13 

営業外費用合計 12,408 5,818 

経常利益又は経常損失（△） 519,696 △145,351 

特別利益   

有形固定資産売却益 ※3  79 ※3  0 

投資有価証券売却益 － 39,047 

貸倒引当金戻入額 679 － 

特別利益合計 759 39,048 

特別損失   

有形固定資産売却損 ※4  413 ※4  285 

有形固定資産除却損 ※5  9,568 ※5  2,808 

投資有価証券評価損 － 7,249 

ゴルフ会員権評価損 150 6,510 

減損損失 － ※6  9,910 

特別損失合計 10,132 26,764 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

510,323 △133,067 

法人税、住民税及び事業税 315,036 39,244 

法人税等調整額 △68,818 84,023 

法人税等合計 246,218 123,268 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △748 △3,084 

当期純利益又は当期純損失（△） 264,853 △253,251 



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 909,750 909,750 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 909,750 909,750 

資本剰余金   

前期末残高 306,531 306,531 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 306,531 306,531 

利益剰余金   

前期末残高 7,384,404 7,553,883 

当期変動額   

剰余金の配当 △95,373 △158,935 

当期純利益又は当期純損失（△） 264,853 △253,251 

当期変動額合計 169,479 △412,187 

当期末残高 7,553,883 7,141,696 

自己株式   

前期末残高 △158,033 △158,584 

当期変動額   

自己株式の取得 △550 △728 

当期変動額合計 △550 △728 

当期末残高 △158,584 △159,312 

株主資本合計   

前期末残高 8,442,652 8,611,581 

当期変動額   

剰余金の配当 △95,373 △158,935 

当期純利益又は当期純損失（△） 264,853 △253,251 

自己株式の取得 △550 △728 

当期変動額合計 168,928 △412,915 

当期末残高 8,611,581 8,198,665 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 102,243 28,958 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △73,285 △59,895 

当期変動額合計 △73,285 △59,895 

当期末残高 28,958 △30,937 

評価・換算差額等合計   

前期末残高 102,243 28,958 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △73,285 △59,895 

当期変動額合計 △73,285 △59,895 

当期末残高 28,958 △30,937 

少数株主持分   

前期末残高 5,674 4,925 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △748 △3,084 

当期変動額合計 △748 △3,084 

当期末残高 4,925 1,840 

純資産合計   

前期末残高 8,550,570 8,645,465 

当期変動額   

剰余金の配当 △95,373 △158,935 

当期純利益又は当期純損失（△） 264,853 △253,251 

自己株式の取得 △550 △728 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △74,033 △62,980 

当期変動額合計 94,895 △475,896 

当期末残高 8,645,465 8,169,569 



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 510,323 △133,067 

減価償却費 381,021 295,727 

減損損失 － 9,910 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △679 11,051 

賞与引当金の増減額（△は減少） △100,205 △46,968 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △24,200 △2,300 

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △3,239 6,219 

受注損失引当金の増減額（△は減少） △5,210 30,908 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 288,282 △76,211 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △52,174 △10,384 

受取利息及び受取配当金 △12,917 △12,956 

支払利息 10,547 5,804 

投資有価証券評価損益（△は益） － 7,249 

投資有価証券売却損益（△は益） － △39,047 

有形固定資産売却益 △79 △0 

有形固定資産売却損 413 285 

有形固定資産除却損 9,568 2,808 

ゴルフ会員権評価損 150 6,510 

売上債権の増減額（△は増加） 157,529 1,610,093 

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,199 △704,003 

仕入債務の増減額（△は減少） △541,351 △383,468 

その他の資産の増減額（△は増加） △53,869 △22,898 

その他の負債の増減額（△は減少） △20,054 △53,546 

小計 550,053 501,717 

利息及び配当金の受取額 13,013 12,956 

利息の支払額 △9,661 △7,369 

法人税等の支払額 △396,484 △117,805 

営業活動によるキャッシュ・フロー 156,921 389,499 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △22 － 

定期預金等の満期による収入 32,763 20,609 

有形固定資産の取得による支出 △192,302 △62,479 

有形固定資産の売却による収入 330 493 

無形固定資産の取得による支出 △79,422 △81,618 

投資有価証券の売却による収入 － 43,547 

貸付けによる支出 △53,902 △50,486 

貸付金の回収による収入 59,809 64,360 

投資活動によるキャッシュ・フロー △232,746 △65,572 



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △70,000 △30,000 

長期借入金の返済による支出 △14,500 － 

自己株式の取得による支出 △550 △728 

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △453 

配当金の支払額 △95,373 △158,935 

財務活動によるキャッシュ・フロー △180,424 △190,117 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △256,250 133,808 

現金及び現金同等物の期首残高 546,604 290,354 

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  290,354 ※1  424,163 



    該当事項はありません。  

  

(5) 継続企業の前提に関する注記



  

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社はすべて連結しております。 同左 

  連結子会社の数        ９社 

  連結子会社の名称 

新栄和通信建設㈱  

山光電話工業㈱  

㈱マルチメディア・エンジニアリング  

㈱テクノス 

北関東メック㈱  

㈱共立建工  

豊和建設㈱  

東和通建㈱ 

㈱ネットワーク・エンジニアリング 

  

２ 持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

すべての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

   ア 時価のあるもの 

 連結決算期末日の市場価格等 

 に基づく時価法（評価差額 

 は、全部純資産直入法により 

 処理し、売却原価は、移動平 

 均法により算定） 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

  ア 時価のあるもの 

同左 

     イ 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

   イ 時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

  ア 未成工事支出金 

 個別法による原価法 

② たな卸資産 

   ア 未成工事支出金 

同左 

     イ 材料貯蔵品 

 総平均法による原価法 

   イ 材料貯蔵品  

 総平均法による原価法（貸借 

 対照表価額は収益性の低下に 

 基づく簿価切下げの方法によ 

 り算定）を採用しておりま 

 す。 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産 

定率法によっております。 

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物    ３～60年 

機械装置及び運搬具  ４～15年 

その他(工具器具備品) ４～15年 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

① 有形固定資産（リース資産を除く) 

定率法によっております。 

但し、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物    ３～60年 

機械装置及び運搬具  ４～15年 

その他(工具器具備品) ４～15年 

また、平成19年３月31日以前に

取得したものについては、償却

可能限度額まで償却が到達した

連結会計年度の翌連結会計年度

より５年間で均等償却する方法

によっております。  



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  （会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当連結

会計年度より、平成19年4月1日

以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基

づく減価償却の方法に変更して

おります。 

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ16,462千円減少し

ております。 

   

  

  （追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19

年3月31日以前に取得した資産に

ついては、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度

より取得価額の５％相当額と備

忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

これにより営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益は

それぞれ13,835千円減少してお

ります。 

  ② 無形固定資産 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

② 無形固定資産(リース資産を除く)  

同左 

         ―――――――  

  

  

 ③ リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用

しております。 

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース

取引開始日が平成20年3月31日以

前のリース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっておりま

す。  

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  ② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づく当連結会計年度負担額

を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に

基づく当連結会計年度負担額を

計上しております。 

③ 役員賞与引当金 

――――――― 

  ④ 完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用

に備えるため、当社グループに

かし担保責任のある完成工事高

に対し、将来の見積補償額に基

づいて計上しております。 

④ 完成工事補償引当金 

同左 

  ⑤ 受注工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため、

当連結会計年度末における手持

工事のうち、損失発生の可能性

が高く、かつ、その金額を合理

的に見積もることができる工事

について、翌連結会計年度以降

の損失見込額を計上しておりま

す。 

⑤ 受注工事損失引当金 

同左 

  

  

⑥ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、計上しておりま

す。会計基準変更時差異につい

ては15年による按分額を費用処

理しております。 

また、数理計算上の差異につい

ては、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（13年）

による按分額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度より費用処理し

ております。 

⑥ 退職給付引当金 

同左  

  

  ⑦ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上してお

ります。 

⑦ 役員退職慰労引当金 

同左 

  (4）完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上基準は、完成基

準によっております。 

(4）完成工事高の計上基準 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

――――――― 

  (6）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。 

同左 

６ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 



  

  

  

  

  

  

(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（会計処理の変更）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

――――――― （たな卸資産の評価基準） 

  当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用しております。 

これによる損益への影響は軽微であります。  

――――――― （リース取引に関する会計基準） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会

計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リ

ース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。 

これによる損益への影響は軽微であります。  

（表示方法の変更）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（連結損益計算書関係） ――――――― 

連結損益計算書の営業外収益の「保険金収入」は、前連

結会計年度は「その他」に含めて表示しておりましたが

金額的重要性が増したため区分掲記しております。 

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている「保

険金収入」は2,267千円であります。 

(8) 連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

該当事項はありません。 



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、

次のとおりであります。 

役員報酬 千円143,546

従業員給料手当 千円959,105

賞与引当金繰入額 千円53,034

役員賞与引当金繰入額 千円2,300

退職給付費用 千円114,855

役員退職慰労引当金繰入額 千円23,317

役員報酬 千円170,295

従業員給料手当 千円918,309

賞与引当金繰入額 千円42,808

退職給付費用 千円120,734

役員退職慰労引当金繰入額 千円26,400

貸倒引当金繰入額  千円10,520

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円1,082 ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 千円884

※３ 有形固定資産売却益の内訳は、次のとおりであり

ます。 

※３ 有形固定資産売却益の内訳は、次のとおりであり

ます。 

その他（工具器具備品） 千円79 機械装置及び運搬具 千円0

※４ 有形固定資産売却損の内訳は、次のとおりであり

ます。 

※４ 有形固定資産売却損の内訳は、次のとおりであり

ます。 

機械装置及び運搬具 千円413 機械装置及び運搬具 千円285

※５ 有形固定資産除却損の内訳は、次のとおりであり

ます。 

※５ 有形固定資産除却損の内訳は、次のとおりであり

ます。 

建物及び構築物 千円5,900

機械装置及び運搬具 千円2,072

その他（工具器具備品） 千円1,595

計 千円9,568

機械装置及び運搬具 千円1,745

その他（工具器具備品） 千円1,063

計 千円2,808

         ――――――― ※６ 減損損失 

   当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上しております。    

   当社グループは、資産を用途により事業所別の事

業用資産、共用資産、賃貸用資産にグルーピング

を行っており、遊休資産については個別資産ごと

にグルーピングを行っております。 

   当連結会計年度において、賃貸の用に供していな

い遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は、正味売却価額により測定

しており、不動産鑑定評価額に基づき算定してお

ります。   

所在地 種 類 主な用途 
減損損失 

（千円）  

千葉県香取郡

大栄町 
 土地  遊休資産     9,910



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の株式数の増加2,044株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  16,905,000  －  －  16,905,000

合計  16,905,000  －  －  16,905,000

自己株式         

普通株式（注）  1,009,389  2,044  －  1,011,433

合計  1,009,389  2,044  －  1,011,433

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成19年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  95,373  6 平成19年３月31日 平成19年６月25日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月19日 

定時株主総会 
普通株式  158,935 利益剰余金  10 平成20年３月31日 平成20年６月20日



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の株式数の増加3,306株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項はありません 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  16,905,000  －  －  16,905,000

合計  16,905,000  －  －  16,905,000

自己株式         

普通株式（注）  1,011,433  3,306  －  1,014,739

合計  1,011,433  3,306  －  1,014,739

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成20年６月19日 

定時株主総会 
普通株式  158,935  10 平成20年３月31日 平成20年６月20日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月18日 

定時株主総会 
普通株式  79,451 利益剰余金  5 平成21年３月31日 平成21年６月19日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との関係 

現金及び預金 千円322,967

預け入れ期間が３ヶ月を超える定

期預金等 
千円△32,613

現金及び現金同等物 千円290,354

現金及び預金 千円436,485

預け入れ期間が３ヶ月を超える定

期預金等 
千円△12,322

現金及び現金同等物 千円424,163



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 通信建設事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高、営業利益及び資産の金額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 通信建設事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高、営業利益及び資産の金額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 海外売上高がないため、記載しておりません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 海外売上高がないため、記載しておりません。 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



  

（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

ファイナンス・リース取引（借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

   ① リース資産の内容 

  有形固定資産 

  通信建設事業における品質管理システム（工具器具

備品）であります。  

② リース資産の減価償却の方法 

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 （２）重要な減

価償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであ

ります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっており、その内容は次のとおりでありま

す。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  

   
機械装置 
及び 
運搬具 

 
工具器
具備品  

ソフト 
ウエア   合計

取得価額
相当額   千円817,419   千円52,036   千円4,165   千円873,621

減価償却
累計額相
当額 

  千円214,506   千円35,153   千円2,244   千円251,903

期末残高
相当額   千円602,912   千円16,883   千円1,921   千円621,718

   
機械装置
及び 
運搬具 

 
工具器
具備品  

ソフト 
ウエア   合計

取得価額
相当額   千円811,182   千円42,029   千円2,011   千円855,223

減価償却
累計額相
当額 

  千円359,016   千円32,502   千円880   千円392,398

期末残高
相当額   千円452,165   千円9,527   千円1,131   千円462,824

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 千円151,342

１年超 千円482,206

合計 千円633,549

１年以内 千円148,573

１年超 千円328,772

合計 千円477,345

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 千円153,942

減価償却費相当額 千円143,095

支払利息相当額 千円16,441

支払リース料 千円165,204

減価償却費相当額 千円153,870

支払利息相当額 千円14,026

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 以下の表に記載されている取引金額には、消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

  親会社及び法人主要株主等 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  資金の借入については、市場金利を勘案して借入利率を合理的に決定しております。なお、担保は提供しておりま

せん。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準11号 平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用

しております。なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

 以下の表に記載されている取引金額には、消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 

１．関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

  連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  (1) 工事受注額については、当社グループより見積りを提示し、価格交渉の上一般的取引条件と同様に決定して 

    おります。 

  (2) 資金の借入については、市場金利を勘案して借入利率を合理的に決定しております。なお、担保は提供して 

    おりません。 

  

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記 

  親会社情報 

  株式会社協和エクシオ（東京証券取引所に上場）  

（関連当事者情報）

属性 会社等の
名称 住所 

資本金又は
出資金 
 （千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関係内容
取引の内
容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円）役員の兼
任等 

事業上の
関係 

親会社 

株式会社

協和エク

シオ 

東京都 

渋谷区 
 6,888,731

エンジニ

アリング

ソリュー

ション事

業（通信

インフ

ラ、環

境・社会

インフラ

等）、シ

ステムソ

リューシ

ョン事業 

(被所有) 

直接 

51.91％

間接 

7.89％

役員 

2名 

同社から

の電気通

信設備工

事の請負 

資金の借

入 
 400,000

短期借入

金 
400,000

資金の返

済 
 400,000

利息の支

払 
 2,790 未払費用 1,159

種類 会社等の
名称 所在地 

資本金又は
出資金 
 （千円） 

事業の内
容 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 

関連当事者
との関係 

取引の内
容 

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

親会社 

株式会社

協和エク

シオ 

東京都 

渋谷区 
 6,888,731

エンジニア

リングソリ

ューション

事業（通信

インフラ、

環境・社会

インフラ

等）、シス

テムソリュ

ーション事

業 

(被所有) 

直接 

51.91％

間接 

7.89％

同社からの

電気通信設

備工事の請

負 

役員の兼任

 

  

工事請負   1,994,957
完成工事

未収入金  
276,995

資金の借

入 
 900,000

短期借入

金 
900,000

資金の返

済 
 400,000

利息の支

払 
 4,068 未払費用 2,138



  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 (1）流動の部 

繰延税金資産  

賞与引当金 千円110,842

完成工事補償引当金 千円4,072

受注工事損失引当金 千円5,218

繰越欠損金 千円3,577

その他 千円26,539

繰延税金資産小計 千円150,251

評価性引当額 千円△3,035

繰延税金資産合計 千円147,216

繰延税金資産  

賞与引当金 千円91,617

完成工事補償引当金 千円6,597

受注工事損失引当金 千円18,412

その他 千円20,641

繰延税金資産小計 千円137,268

評価性引当額 千円△3,457

繰延税金資産合計 千円133,811

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産  

退職給付引当金 千円1,269,173

役員退職慰労引当金 千円45,801

ゴルフ会員権評価損 千円19,002

その他 千円22,982

繰延税金資産小計 千円1,356,959

評価性引当額 千円△46,527

繰延税金資産合計 千円1,310,432

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 千円△19,793

繰延税金負債合計 千円△19,793

差引：繰延税金資産の純額 千円1,290,639

繰延税金資産  

退職給付引当金 千円1,141,382

役員退職慰労引当金 千円41,747

ゴルフ会員権評価損 千円21,645

繰越欠損金 千円100,952

その他 千円44,976

繰延税金資産小計 千円1,350,705

評価性引当額 千円△214,266

繰延税金資産合計 千円1,136,438

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 千円△133

繰延税金負債合計 千円△133

差引：繰延税金資産の純額 千円1,136,304

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異原因 

  

法定実効税率 ％40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％3.3

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

％△0.4

住民税均等割 ％3.7

評価性引当額 ％1.7

過年度法人税等戻入額 ％△2.2

その他 ％1.5

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％48.2   

法定実効税率 ％40.6

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％△8.0

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

％1.5

住民税均等割 ％△14.6

評価性引当額 ％△116.9

その他 ％4.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％△92.6



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

（有価証券関係）

区分 

前連結会計年度
平成20年３月31日 

取得原価（千円）
連結決算日における連結
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
                 

①株式  45,292  108,224  62,932

②その他  48,227  57,088  8,861

小計  93,520  165,313  71,793

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
                 

①株式  145,560  122,519  △23,041

小計  145,560  122,519  △23,041

合計  239,081  287,832  48,751

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式  226,025

合計  226,025



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

３ 時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  デリバティブ取引を利用していないため、該当事項はありません。 

  

区分 

当連結会計年度
平成21年３月31日 

取得原価（千円）
連結決算日における連結
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 
                 

①株式  13,928  39,757  25,828

小計  13,928  39,757  25,828

連結貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 
                 

①株式  165,174  121,887  △43,286

②その他  48,227  34,881  △13,346

小計  213,402  156,769  △56,632

合計  227,331  196,527  △30,804

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

 43,547  39,047     ― 

内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

非上場株式  226,025

合計  226,025

（デリバティブ取引関係）



前連結会計年度 （自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

（退職給付関係）

① 退職給付債務 △5,925,021千円 

② 年金資産 1,064,628千円 

③ 小計（①＋②） △4,860,393千円 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 1,244,896千円 

⑤ 未認識数理計算上の差異 730,453千円 

⑥ 未認識過去勤務債務  － 千円 

⑦ 合計（③＋④＋⑤＋⑥） △2,885,043千円 

⑧ 前払年金費用 － 千円 

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧） △2,885,043千円 

① 勤務費用（注）  272,684千円 

② 利息費用  122,777千円 

③ 期待運用収益  △24,250千円 

④ 会計基準変更時差異の費用処理額  177,864千円 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額  92,794千円 

⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤）  641,870千円 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

② 割引率   2.0 ％ 

③ 期待運用収益率  2.0 ％ 

④ 過去勤務債務の額の処理年数 －  

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 13 年 

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数  15 年 



当連結会計年度 （自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場合があります。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

 （注） 連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、①勤務費用に計上しております。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

① 退職給付債務 △5,815,950千円 

② 年金資産 1,164,290千円 

③ 小計（①＋②） △4,651,660千円 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 1,065,985千円 

⑤ 未認識数理計算上の差異 776,948千円 

⑥ 未認識過去勤務債務   ― 千円 

⑦ 合計（③＋④＋⑤＋⑥） △2,808,726千円 

⑧ 前払年金費用  105千円 

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧） △2,808,832千円 

① 勤務費用（注） 268,612千円 

② 利息費用  117,333千円 

③ 期待運用収益  △20,913千円 

④ 会計基準変更時差異の費用処理額  178,910千円 

⑤ 数理計算上の差異の費用処理額  83,639千円 

⑥ 退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤）  627,582千円 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

② 割引率 2.0 ％ 

③ 期待運用収益率   2.0 ％ 

④ 過去勤務債務の額の処理年数 ―  

⑤ 数理計算上の差異の処理年数  13 年 

⑥ 会計基準変更時差異の処理年数   15 年 



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

  該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等）

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円543.65

１株当たり当期純利益 円16.66

１株当たり純資産額 円514.01

１株当たり当期純利益 円△15.94

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額の算定上の基礎 

純資産の部の合計額 千円8,645,465

純資産の部の合計額から控除する

金額 
千円4,925

（うち少数株主持分） （ 千円）4,925

普通株式に係る期末の純資産額 千円8,640,539

１株当たり純資産額の算定に用い

られた期末の普通株式数 
株15,893,567

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 千円264,853

普通株式に係る当期純利益 千円264,853

普通株式の期中平均株式数 株15,894,749

１株当たり純資産額の算定上の基礎 

純資産の部の合計額 千円8,169,569

純資産の部の合計額から控除する

金額 
千円1,840

（うち少数株主持分） （ 千円）1,840

普通株式に係る期末の純資産額 千円8,167,729

１株当たり純資産額の算定に用い

られた期末の普通株式数 
株15,890,261

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 千円△253,251

普通株式に係る当期純利益 千円△253,251

普通株式の期中平均株式数 株15,891,357

（重要な後発事象）



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 49,931 85,550 

受取手形 9,603 58,571 

完成工事未収入金 8,495,882 6,615,599 

未成工事支出金 1,727,181 2,446,283 

材料貯蔵品 55,961 22,340 

前払費用 19,903 18,933 

繰延税金資産 133,416 122,187 

短期貸付金 52,097 51,348 

未収入金 414,967 451,349 

その他流動資産 3,922 4,317 

貸倒引当金 △3,589 △5,736 

流動資産合計 10,959,276 9,870,745 

固定資産   

有形固定資産   

建物 3,301,513 3,318,898 

減価償却累計額 △1,913,255 △1,994,666 

建物（純額） 1,388,258 1,324,232 

構築物 263,940 263,940 

減価償却累計額 △217,118 △224,610 

構築物（純額） 46,821 39,330 

機械及び装置 841,740 807,831 

減価償却累計額 △769,975 △758,220 

機械及び装置（純額） 71,764 49,611 

車両運搬具 183,599 162,992 

減価償却累計額 △170,195 △154,523 

車両運搬具（純額） 13,404 8,468 

工具器具・備品 1,319,015 1,330,080 

減価償却累計額 △1,122,056 △1,190,164 

工具器具・備品（純額） 196,959 139,915 

土地 2,029,708 2,019,798 

リース資産 － 14,295 

減価償却累計額 － △476 

リース資産（純額） － 13,818 

有形固定資産計 3,746,916 3,595,175 

無形固定資産   

ソフトウエア 196,158 182,829 

電話加入権 32,941 32,941 

借地権 477 477 



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

無形固定資産計 229,577 216,249 

投資その他の資産   

投資有価証券 511,531 420,458 

関係会社株式 196,308 186,218 

出資金 220 220 

長期貸付金 19,490 17,908 

長期前払費用 1,148 967 

繰延税金資産 1,278,906 1,133,317 

破産更生債権等 10,253 35,526 

その他投資等 20,713 14,760 

貸倒引当金 △10,261 △27,677 

投資その他の資産計 2,028,311 1,781,700 

固定資産合計 6,004,806 5,593,124 

資産合計 16,964,082 15,463,870 

負債の部   

流動負債   

工事未払金 3,470,092 2,807,141 

短期借入金 1,350,000 1,320,000 

リース債務 － 2,753 

未払金 72,473 39,608 

未払費用 144,077 138,159 

未払法人税等 207,108 18,437 

未払消費税等 53,677 － 

未成工事受入金 127,591 106,297 

預り金 250,446 159,218 

賞与引当金 250,812 203,196 

完成工事補償引当金 10,030 12,580 

受注損失引当金 12,854 43,763 

その他流動負債 4,933 6,775 

流動負債合計 5,954,097 4,857,930 

固定負債   

リース債務 － 11,087 

退職給付引当金 2,855,102 2,777,747 

役員退職慰労引当金 92,569 89,826 

その他固定負債 7,916 6,980 

固定負債合計 2,955,587 2,885,641 

負債合計 8,909,685 7,743,572 



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 909,750 909,750 

資本剰余金   

資本準備金 306,531 306,531 

資本剰余金合計 306,531 306,531 

利益剰余金   

利益準備金 222,024 222,024 

その他利益剰余金   

別途積立金 6,355,500 6,355,500 

繰越利益剰余金 390,104 116,937 

利益剰余金合計 6,967,628 6,694,461 

自己株式 △158,584 △159,312 

株主資本合計 8,025,326 7,751,430 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 29,070 △31,132 

評価・換算差額等合計 29,070 △31,132 

純資産合計 8,054,396 7,720,298 

負債純資産合計 16,964,082 15,463,870 



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

完成工事高 34,515,337 29,646,532 

完成工事原価 32,177,639 27,923,689 

完成工事総利益 2,337,698 1,722,842 

販売費及び一般管理費 1,856,561 1,757,144 

営業利益又は営業損失（△） 481,137 △34,302 

営業外収益   

受取利息 3,363 2,884 

受取配当金 9,111 10,006 

受取手数料 8,747 7,409 

保険金収入 8,951 － 

教育訓練等助成金 1,127 － 

その他 2,370 2,780 

営業外収益合計 33,671 23,079 

営業外費用   

支払利息 11,737 7,294 

その他 2 0 

営業外費用合計 11,740 7,295 

経常利益又は経常損失（△） 503,067 △18,518 

特別利益   

有形固定資産売却益 79 － 

投資有価証券売却益 － 39,047 

貸倒引当金戻入額 5,492 － 

特別利益合計 5,572 39,047 

特別損失   

有形固定資産売却損 367 220 

有形固定資産除却損 9,265 2,371 

投資有価証券評価損 － 6,499 

ゴルフ会員権評価損 150 6,510 

減損損失 － 9,910 

関係会社株式評価損 － 10,089 

貸倒引当金繰入額 － 7,733 

特別損失合計 9,783 43,335 

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 498,856 △22,806 

法人税、住民税及び事業税 304,889 18,112 

法人税等調整額 △76,520 73,312 

法人税等合計 228,368 91,424 

当期純利益又は当期純損失（△） 270,487 △114,231 



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 909,750 909,750 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 909,750 909,750 

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 306,531 306,531 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 306,531 306,531 

資本剰余金合計   

前期末残高 306,531 306,531 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 306,531 306,531 

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 222,024 222,024 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 222,024 222,024 

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 6,355,500 6,355,500 

当期変動額   

当期変動額合計 － － 

当期末残高 6,355,500 6,355,500 

繰越利益剰余金   

前期末残高 214,990 390,104 

当期変動額   

剰余金の配当 △95,373 △158,935 

当期純利益又は当期純損失（△） 270,487 △114,231 

当期変動額合計 175,114 △273,166 

当期末残高 390,104 116,937 

利益剰余金合計   

前期末残高 6,792,514 6,967,628 

当期変動額   

剰余金の配当 △95,373 △158,935 



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成21年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 270,487 △114,231 

当期変動額合計 175,114 △273,166 

当期末残高 6,967,628 6,694,461 

自己株式   

前期末残高 △158,033 △158,584 

当期変動額   

自己株式の取得 △550 △728 

当期変動額合計 △550 △728 

当期末残高 △158,584 △159,312 

株主資本合計   

前期末残高 7,850,762 8,025,326 

当期変動額   

剰余金の配当 △95,373 △158,935 

当期純利益又は当期純損失（△） 270,487 △114,231 

自己株式の取得 △550 △728 

当期変動額合計 174,563 △273,895 

当期末残高 8,025,326 7,751,430 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 101,625 29,070 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △72,554 △60,203 

当期変動額合計 △72,554 △60,203 

当期末残高 29,070 △31,132 

評価・換算差額等合計   

前期末残高 101,625 29,070 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △72,554 △60,203 

当期変動額合計 △72,554 △60,203 

当期末残高 29,070 △31,132 

純資産合計   

前期末残高 7,952,388 8,054,396 

当期変動額   

剰余金の配当 △95,373 △158,935 

当期純利益又は当期純損失（△） 270,487 △114,231 

自己株式の取得 △550 △728 

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △72,554 △60,203 

当期変動額合計 102,008 △334,098 

当期末残高 8,054,396 7,720,298 



     該当事項はありません。 

  

(1）役員の異動 

   本日（平成21年5月12日）付で別途開示いたしました「執行役員制度の導入、代表取締役の異動および役員の 

  異動に関するお知らせ」をご参照ください。  

  

  

(2）種別受注高・売上高・手持高 

（単位 千円）  

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

６．その他

           期  別 前連結会計年度 当連結会計年度   

    （自 平成19年４月１日  （自 平成20年４月１日  比較増減 

   種  別  至 平成20年３月31日）  至 平成21年３月31日） 

期

首

繰

越

高 

 所 外 系 （ケーブル設備）  3,663,464  3,302,462  △361,002

 所内系（ネットワーク設備）  557,101  482,777  △74,323

  情 報 シ ス テ ム 工 事 等  1,098,308  896,658  △201,650

  不   動   産   賃   貸  ― ― ― 

   合      計   5,318,874  4,681,897  △636,976

受

注

高 

 所 外 系 （ケーブル設備）   26,776,405  22,625,409  △4,150,996

 所内系（ネットワーク設備）  2,212,396  2,680,348  467,952

 情 報 シ ス テ ム 工 事 等   5,255,622  6,613,138  1,357,516

 不   動   産   賃   貸    31,427  22,039  △9,388

合      計    34,275,852  31,940,935  △2,334,916

売

上

高 

 所 外 系 （ケーブル設備）  27,137,408  22,326,455  △4,810,952

 所内系（ネットワーク設備）  2,286,720  2,759,438  472,718

 情 報 シ ス テ ム 工 事 等   5,457,273  6,292,285  835,012

 不   動   産   賃   貸    31,427  22,039  △9,388

合      計   34,912,829  31,400,219  △3,512,609

期

末

繰

越

高 

 所 外 系 （ケーブル設備）   3,302,462  3,601,415  298,953

 所内系（ネットワーク設備）  482,777  403,687  △79,089

 情 報 シ ス テ ム 工 事 等    896,658  1,217,511  320,852

 不   動   産   賃   貸   ― ― ― 

合      計    4,681,897  5,222,614  540,716
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